
　

　　別紙２

原告符号 原告らの主張 被告Ａらの主張 契約締結経緯及び締結後の事情 証拠

Ａ

　原告Ａ宅のキッチンが具体的にどのような状況であったのか、
それを改善するためにどのような工事が必要だったのか、実際に
どのような工事が行われたのかは全く不明である。
　原告Ａの工事請負契約書（甲Ａ１）には「衛生作業費」と記載
されているが、どのような作業であるか不明であり、実際に行わ
れたかどうかも不明である。「洗管車手配費」とも記載されてい
るが、特殊な機械が搭載された車両が手配されたことはない。
「特殊機械式通管作業」「特殊機械式高圧洗浄作業」との記載
も、その内容や必要性は不明であり、何らかの機械が持ち込まれ
たり、使用されたこともない。「薬品投入」の記載について、原
告Ａは被告Ｆからどのような薬品か、これを使用する必要性につ
いて説明をうけていない。
　サービスとされている蛇口交換についても、そもそも原告Ａは
交換を依頼しておらず、勝手に作業が進められたものである。

　「衛生作業費」は、トイレなどの汚物に関する器具の工事をす
ることで発生する費用である。
　「特殊機械式通管作業」とは、管の詰まりを除去する作業であ
る。この特殊機械は大型の機械で洗管車に搭載されている。
　被告Ｆが顧客に依頼されていない作業をすることなどあり得な
い。

　原告Ａは、令和２年７月１１日、自宅でキッチンの水漏れが生
じたため、本件ウェブサイトの表示を見て架電した。同日、被告
Ｆが原告Ａ宅を訪問した。
　被告Ｆは、見積り額の提示も金額の説明もしないまま、作業を
開始した。被告Ｆは、原告Ａに対し、高圧洗浄機械を使う必要が
あり、その費用が高いなどと申し向けた。原告Ａは、キッチンの
水漏れが直らないままの状態であるのは困ると考え、これを承諾
した。作業中、被告Ｆは、原告Ａが依頼していないのに、勝手に
水道の蛇口をＴＯＴＯ製のものから品質の低いＩＮＡＸ製のもの
に付け替えた。
　作業終了後、被告Ｆが、原告Ａに対して代金１８万円と記載さ
れた工事請負契約書を差し出したため、原告Ａはこれに署名し、
代金１８万円を支払った。

甲Ａ１
甲Ａ２
甲Ａ５

Ｂ

　被告Ｄは、「相当やばい状況です。」などと述べて、具体的な
原因を明確にしないまま、高圧洗浄が必要、もう一人職人が必
要、別の機械が必要であるなどと申し向けた。被告Ｄは原告Ｂに
対して具体的な説明をしないまま、作業を進めたのであり、原告
Ｂは納得して契約を締結したのではない。
　被告Ａらの主張によっても、被告Ｄが実際にどのような工事を
行ったかは不明であり、その必要性も不明である。。原告Ｂの工
事請負契約書（甲Ｂ１）には「衛生作業費」と記載されている
が、どのような作業であるか不明であり、実際に行われたかどう
かも不明である。「洗管車手配費」とも記載されているが、実際
には特殊な機械が搭載された車両が手配されたことはない。

　被告Ｄは、原告Ｂ宅の汚水桝の詰まりについて手持ちの器具で
は対処が困難であると判断したことから、高圧洗浄が必要である
こと、職人１名の応援が必要であることを伝えるとともに、費用
として１０万円程度かかることを説明した。その後、応援の職人
とともに作業をしたが、詰まりが解消しないことから、原告Ｂに
は別の機械を使用する必要があり合計費用として３２万円かかる
旨説明した。原告Ｂは納得して契約を締結した。
　そして洗管車を手配して特殊機械で洗浄作業を行った。作業終
了後、原告Ｂは不満を述べることなく費用を支払った。

　原告Ｂは、令和２年１０月８日、自宅の汚水桝が溢れたため、
本件ウェブサイトの表示を見て架電した。同日、被告Ｄが原告Ｂ
宅を訪問した。
　被告Ｄは、汚水桝の外観を見て「相当やばい状況です。高圧洗
浄が必要なのでもう一人職人を呼びます。１０万円ほどかかりま
す。」「火災保険に入っていれば料金はかかりません。」などと
説明した。原告Ｂはこれを承諾した。その後、機械を持った応援
の作業員が原告Ｂ宅を訪れ、実際の費用は１４万円かかる旨申し
向け、汚水桝を開けて作業をする中で「水が跳ね返って詰まりが
抜けない。」「もう一つ高い機械を使うので、さらに１４万円か
かります。」と告げた。
　原告Ｂは、合計２８万円の費用は高額だと思ったが、火災保険
で対応できると言われたことや、高い機械を使わなければ詰まり
が解消されないと言われたことから、これを承諾した。
　作業終了後、被告Ｄが、原告Ｂに対して代金３２万円と記載さ
れた工事請負契約書を差し出したため、原告Ｂはこれに署名し、
代金３２万円を支払った。

甲Ｂ１
甲Ｂ３
甲Ｂ５

Ｃ

　被告Ａらの主張によっても、被告Ｄが実際にどのような工事を
行ったのかは不明であり、その必要性も不明である。
　原告Ｃの工事請負契約書（甲Ｃ１）には「衛生作業費」「機械
式通管作業」などと記載されているが、具体的にどのような作業
を指すのか不明であり、実際に行われたのかも不明である。原告
Ｃは被告Ｄに対して作業内容もその必要性も理解できない旨伝え
たが、被告Ｄは火災保険がおりるから作業を続ける旨述べたた
め、作業を行うことを承諾したにすぎず、作業内容等について納
得した上で契約を締結したのではない。

　被告Ｄは、原告Ｃに対し、不具合が発生している原因を説明
し、これを改善するための作業内容及び必要性を説明した。その
際、原告Ｃから作業内容が理解できないとか、作業内容の必要性
について疑問を呈されたことはなかった。
　原告Ｃは作業内容に納得したからこそ契約書に署名したのであ
る。

　原告Ｃは、令和２年１１月２１日、自宅のトイレが詰まったた
め、本件ウェブサイトの表示を見て架電した。同日、被告Ｄが原
告Ｃ宅を訪問した。
　被告Ｄは、トイレを見て「何かが詰まっている可能性が高いで
す。原因を探るため、便器を外します。」などと言い、費用とし
て数万円かかると説明した。原告Ｃがこれを承諾すると、被告Ｄ
は作業を始めた。被告Ｄは、便器を外した後、詰まりを解消する
ためには更に費用がかかるが、代金には火災保険が適用されるの
で作業をやっておく旨述べ、明確な料金を告げないまま、作業を
進めた。
　作業終了後、被告Ｄは、「火災保険は確実におります。」「と
りあえず１万円を払ってください。」「火災保険がおりなければ
払わなくてもいいです。」などと述べて作業費として１万円を払
うよう請求した。原告Ｃは１万円を支払うとともに、被告Ｄが差
し出した代金１６万円と記載された工事請負契約書に署名した。
　後日、原告Ｃが保険会社に連絡したところ、トイレ修理に対し
て保険金はおりない旨告げられた。令和２年１２月４日、原告Ｃ
はAqua Safetyから支払催促を受けたため、代金として９万円を
支払った。

甲Ｃ１
甲Ｃ２
甲Ｃ５



原告符号 原告らの主張 被告Ａらの主張 契約締結経緯及び締結後の事情 証拠

Ｄ

　原告Ｄ宅のトイレが具体的にどのような状況であったのか、そ
れを改善するためにどのような工事が必要だったのか、実際にど
のような工事が行われたのかは全く不明である。被告Ａらは２ト
ンの機械を使用したと主張するが、社宅の一室にすぎない原告Ｄ
宅のトイレ修理において、２トンの機械なるものが持ち込まれる
ことはあり得ないし、使用されていない。
　原告Ｄの工事請負契約（甲Ｄ１）には「機械式通管作業」と記
載されているが、具体的にどのような作業を指すのか不明であ
る。

　被告Ｄは、トイレの詰まりを解消するための作業を行ったが、
詰まりは完全には直らなかった。そのため、原告Ｄに対し、詰ま
りを解消するためには高圧洗浄機を使う必要がある旨説明した。
その工事費用は２３万円であり、これを原告Ｄも納得して契約を
締結した。
　２トン機械とは、２トン車に積載されている機械のことであ
る。
　「機械式通管作業」とは、管の詰まりがひどく、小型の機械で
は通管が困難な場合に使用するものである。この作業の必要性に
ついては、原告Ｄにあらかじめ説明して同意を得ている。

　原告Ｄは、令和２年１１月２２日、自宅のトイレが詰まったた
め、本件ウェブサイトの表示を見て架電した。同日、被告Ｄが原
告Ｄ宅を訪問した。
　被告Ｄは、見積り額の提示も金額の説明もしないまま、作業を
開始した。しばらく作業をした後、被告Ｄは、原告Ｄに対して、
詰まりを解消するためには便器を取り外して作業をする必要があ
り、費用として３～５万円かかる旨申し向けた。原告Ｄはこれを
承諾した。
　さらに、被告Ｄは、「応急措置を行ったがこのままでは直らず
トイレは使えない。完全に直すには高圧機械を使う必要があ
る。」などと言い、原告Ｄに対して通常３０～４０万円の費用が
かかるところ半分でよい旨申し向けた。原告Ｄは、トイレが直ら
ないまま修理を中途半端な状態で放置することはできないし、被
告Ｄから既に行われた便器の取外し作業費用は請求すると言われ
たため、完全な修理を依頼することにした。
 作業終了後、被告Ｄが代金２３万円と記載された工事請負契約
書を差し出したため、原告Ｄはこれに署名し、代金２３万円を支
払った。

甲Ｄ１
甲Ｄ２
甲Ｄ５

Ｅ

　被告Ａらの主張によっても、被告Ｄが実際にどのような工事を
行ったのかは不明であり、その必要性も不明である。
　原告Ｅの工事請負契約書（甲Ｅ１）には「衛生作業費」「機械
式通管作業」などと記載されているが、具体的にどのような作業
を指すのか不明であり、実際に行われたのかも不明である。ま
た、「汚水桝清掃」との記載もあるが、そのような作業は実施さ
れていない。

　「衛生作業費」は、トイレなどの汚物に関する器具の工事をす
ることで発生する費用である。トイレの配管詰まり状況を確認す
るには、薄い手袋をはめただけの素手で配管内の奥まで確認する
必要があることなどから、衛生作業として費用を徴求している。
　原告Ｅはあらかじめ工事内容と費用について提示を受けて納得
していたからこそ、代金を支払ったのである。

　原告Ｅは、令和２年１２月７日、自宅のトイレが詰まったた
め、本件ウェブサイトの表示を見て架電した。同日、被告Ｄが原
告Ｅ宅を訪問した。
　原告Ｅが被告Ｄに対してトイレの修理費を尋ねたところ、被告
Ｄは「簡単な作業であれば８０００円で直るが、完全に直すには
２８万円かかる。」「トイレを見る限り、費用は１０万円になる
が、火災保険がおりる。」旨申し向けた。原告Ｅは、高額な金額
に驚き、保険がおりるかわからなかったため、既に作業を開始し
ていた被告Ｄに作業を中止するよう求めたが、被告Ｄは作業を続
けた。
　作業終了後、被告Ｄが代金１０万円と記載された工事請負契約
書を差し出したため、原告Ｅはこれに署名し、代金１０万円を支
払った。
　後日、原告Ｅが保険会社に連絡したところ、トイレ修理に対し
て保険金はおりない旨告げられた。

甲Ｅ１
甲Ｅ２
甲Ｅ４

Ｆ

　被告Ａらの主張によっても、被告Ｄが実際にどのような工事を
行ったのかは不明であり、その必要性も不明である。
　原告Ｆの工事請負契約書（甲Ｆ１）には、「機械式通管作業」
と記載されているが、原告Ｆはそのような機械が持ち込まれたこ
とを見ていない。その余の記載についても、どのような工事内容
かは不明である。
　被告Ｄは、原告Ｆに工事内容やその費用について説明を一切し
ないまま、便器の取外し作業に着手し、作業後に、すでに５万円
の費用がかかっている、トイレの詰まりは機械を使わなければ解
消されない旨を申し向けた。その後の作業についても、事前に又
は工事の最中に、工事内容や必要性についての説明はされなかっ
た。

　被告Ｄは、工事内容と費用を事前に伝え、作業終了後、通水テ
ストをして問題がないことを確認してから工事代金の支払を求め
た。工事内容や費用を提示しないまま工事に着手した場合、あと
から工事内容に苦情が出た場合に代金が支払われない可能性もあ
るから、そのようなリスクを冒してまで勝手に工事に着手するこ
となどあり得ない。
　便器を外した後にも作業が行われていたが、原告Ｆから苦情を
言われたり作業の中止を求められたりしたことは一切なかった。
原告Ｆは工事内容に納得して、代金を支払ったのである。

 原告Ｆは、令和３年１月５日、自宅のトイレが詰まったため、
本件ウェブサイトの表示を見て架電した。同日、被告Ｄが原告Ｆ
宅を訪問した。
　被告Ｄは、見積り額の提示も金額の説明もしないまま、便器の
取外し作業を開始した。被告Ｄは、作業後、「機械を使用しない
と詰まりを解消できない。通常１２万円の費用がかかるところ１
０万円で修理できる。」旨申し向けた。
　原告Ｆは、高額な金額に驚いたが、トイレが直らないまま修理
を中途半端な状態で放置することはできないし、被告Ｄから既に
行われた便器の取外し作業費用は請求すると言われたため、完全
な修理を依頼することにした。
　作業終了後、被告Ｄが代金１０万円と記載された工事請負契約
書を差し出したため、原告Ｆはこれに署名し、代金１０万円を支
払った。

甲Ｆ１
甲Ｆ３



原告符号 原告らの主張 被告Ａらの主張 契約締結経緯及び締結後の事情 証拠

Ｇ

　被告Ｅは、原告Ｇに対する説明に反して、給水管及び給湯管の
両方を交換した。しかし、実際にそのような作業をする必要性が
あったかは不明である。
　原告Ｇの工事請負契約書（甲Ｇ１）には「衛生作業費」と記載
されているが、具体的にどのような作業を指すのか不明であり、
その必要性も明らかでなく、実際に行われたのかも不明である。
「既設キッチン蛇口分解・撤去」「新設キッチン蛇口取り付け」
とも記載されているが、原告Ｇは交換作業を依頼しておらず、被
告Ｅの言うがままに作業が進められたもので、作業の必要性は不
明である。さらに新しいものに交換されたのであれば「防水防腐
作業」の作業の必要性はないし、必要性があったとしても実際に
その作業が行われたのか不明である。

　「防水防腐作業」とは、パッキンの役割を持つシールを巻く作
業のことであり、これをしないと水漏れが起こるため、防水作業
をしないことはあり得ない。防腐作業とは、防水シールを巻く前
と巻いた後に防腐のために使用するシールのことである。

　原告Ｇは、令和３年１月９日、自宅のキッチンの水道管から水
漏れが生じたため、本件ウェブサイトの表示を見て、架電した。
同日、被告Ｅが原告Ｇ宅を訪問した。
　被告Ｅは、水道管の状況を見て、水道管のサビが詰まり凍結で
破損したと告げた。そこで、原告Ｇが修理費について尋ねると、
被告Ｅは「１５～１７万円だが、勉強する」旨述べた。原告Ｇ
は、やむを得ず工事を承諾した。
　作業中、被告Ｅは、給水管は破裂しているが給湯管はきれいで
あると説明した。しかし、実際は給水管と給湯管の両方が取り換
えられた。
　作業後、被告Ｅは代金２２万円の工事請負契約書を差し出し
た。原告Ｇが高額な金額に驚き、事前に告げられた金額と異なる
ことを指摘すると、被告Ｅは、それだけの作業が必要だった旨申
し向け、それ以上の説明をしなかった。原告Ｇは同契約書に署名
し、代金として２万円を支払った。

甲Ｇ１
甲Ｇ２
甲Ｇ４

Ｈ

　原告Ｈ宅のトイレが具体的にどのような状況であったのか、そ
れを改善するためにどのような工事が必要だったのか、実際にど
のような工事が行われたのかは全く不明である。被告Ａらは２ト
ンの機械を使用したと主張するが、マンションの一室にすぎない
原告Ｈ宅のトイレ修理において、２トンの機械なるものが持ち込
まれることはあり得ないし、使用されていない。
　原告Ｈの工事請負契約書（甲Ｈ１）には「機械式通管作業」と
記載されているが、具体的にどのような作業を指すのか不明であ
る。

　被告Ｄは、トイレの詰まりを解消するための作業を行ったが、
詰まりは完全には直らなかった。そのため、原告Ｈに対し、詰ま
りを解消するためには高圧洗浄機を使う必要がある旨説明し、そ
の工事費用は２４万円である旨伝え、これを原告Ｈも納得して契
約を締結した。
　「２トンの機械」とは、２トン車に搭載された機械のことであ
る。「機械式通管作業」とは、管の詰まりがひどくて小型の機械
では通管が困難な場合に使用するものであり、この作業の必要性
については原告Ｈにあらかじめ説明して同意を得ている。

　原告Ｈは、令和３年１月１３日、自宅のトイレが詰まったた
め、本件ウェブサイトの表示を見て架電した。同日、被告Ｄが原
告Ｈ宅を訪問した。
　被告Ｄは、見積り額の提示も金額の説明もしないまま、作業を
開始した。しばらく作業をした後、被告Ｄは、原告Ｈに対して、
詰まりを解消するためには便器を取り外して作業をする必要があ
り、費用として３～５万円かかる旨申し向けた。原告はこれを承
諾した。
　さらに、被告Ｄは、「このままでは直らずトイレは使えない。
完全に直すには高圧機械を使う必要がある。」などと言い、原告
Ｈに対して通常３６万円程度の費用がかかるところ半分でよい旨
申し向けた。
　原告Ｈは、トイレが直らないまま修理を中途半端な状態で放置
することはできないし、被告Ｄから既に行われた便器の取外し作
業費用は請求すると言われたため、完全な修理を依頼することに
した。
　作業終了後、被告Ｄが代金２６万５１００円と記載された工事
請負契約書を差し出したため、原告Ｈはこれに署名し、代金とし
て２４万円を支払った。

甲Ｈ１
甲Ｈ４



原告符号 原告らの主張 被告Ａらの主張 契約締結経緯及び締結後の事情 証拠

Ｉ

　被告Ａらの主張によっても、被告Ｄが原告Ｉ宅で行った工事内
容やその必要性は不明である。
　原告Ｉの工事請負契約書（甲Ｉ１）には、「衛生作業費」「職
人費」「緊急洗管車手配費」「既設便器分解費・既設タンク分解
費」「新設便器、タンク取り付け費、廃材処分費」「既設排水ソ
ケット分解費・新設排水ソケット取り付け費」「既設汚水配管及
びマス解体撤去、新設汚水管及びマス取り付け費」「勾配調整
費」「コンクリート削り、復旧」などと記載されているが、それ
ぞれ具体的にどのような作業を指すのか不明であり、その必要性
も不明である。一連の作業をことさらに細分化して各項目に費用
計上しており、その金額も法外である。
　原告Ｉは上記契約書の内容について逐一説明は受けておらず、
被告Ｄの言うがままに作業が進められたものである。

　原告Ｉの工事請負契約書に記載された各項目は、一連の作業を
細分化したのではなく、作業内容を詳細に記して作業内容ごとの
費用を明示しているにすぎない。金額も不当に高額なものではな
い。
　被告Ｄは、原告Ｉに木の根の存在を確認してもらった上で、そ
の除去が必要であると告げて、原告Ｉに納得してもらった上で作
業を行った。
　木の根が配管を突き破っていたため、これを取り除いただけで
は元通りの通管の排水ができないような状態であった。工事は２
日間にわたり行われており、原告Ｉが工事内容に納得していな
かったのであれば、工事作業を終了することはできないし、原告
Ｉが工事代金を支払うわけもない。

　原告Ｉは、令和３年２月３日、自宅のトイレが詰まったため、
知人に相談したところ、同人が本件ウェブサイトの表示を見て架
電した。同日、被告Ｄが原告Ｉ宅を訪問した。
　被告Ｄは、トイレを見て見積額として５５万円を提示した。そ
の場にいた原告Ｉの子が高額すぎることを指摘したものの、被告
Ｄは値上がりしている旨述べた。原告Ｉは、トイレを修繕しなけ
れば生活できないと考え、５５万円での修理を承諾した。
　被告Ｄは作業を開始したが、トイレの詰まりは改善しなかっ
た。被告Ｄは、屋外のマンホールに木の根が食い込んでいて葉が
詰まっているため、マンホールに対する作業も行う必要があると
述べ、その費用として追加で１００万円かかる旨申し向けた。
　原告Ｉは、高額な金額に驚いたが、トイレの詰まりが改善して
おらず、実際にマンホールから汚水があふれている状態だったこ
とから、マンホールに対する追加作業をしなければトイレの詰ま
りは直らないと考えて、追加工事について承諾した。
　被告Ｄは、翌４日に作業を行い、作業後、原告Ｉに代金１６５
万円と記載された工事請負契約書を差し出した。原告Ｉはこれに
署名し、代金として１６５万円を支払った。
　同契約書には「新設便器」「衛生作業費（便器交換）」と記載
され、トイレの便座を新しいものにしたかのような記載がある
が、実際にはされていない。

甲Ｉ１
甲Ｉ２
甲Ｉ５

Ｊ

　被告Ａらの主張によっても、被告Ｄが原告Ｊ宅で行った工事内
容やその必要性が不明である。
　原告Ｊは、被告Ｄから「粉砕が必要になる」と言われたが、具
体的な説明は無く、実際にその必要性があったかは不明である。
原告Ｊの工事請負契約書（甲Ｊ１）には、「衛生作業費」「機械
式通管作業」と記載されているが、具体的にどのような作業を指
すのか不明であり、実際に行われたのかも不明である。

　被告Ｄは、トイレの状況を確認して、便器を外さないままの費
用と、外して行う場合の費用を説明した。結局、便器を外して作
業を行ったが、詰まりは解消されなかった。そのため、原告Ｊに
対し、詰まりを解消するためには粉砕工事が必要がある旨説明
し、その工事費用は１５万円である旨伝え、これを原告Ｊも納得
して契約を締結した。
　「機械式通管作業」とは、管の詰まりがひどくて小型の機械で
は通管が困難な場合に使用するものであり、この作業の必要性に
ついては原告Jにあらかじめ説明して同意を得ている。

　原告Ｊは、令和３年３月２９日、自宅のトイレが詰まったた
め、本件ウェブサイトの表示を見て架電した。同日、被告Ｄが原
告Ｊ宅を訪問した。
　被告Ｄは、トイレを見て「確実に直したいなら便器を外して修
理することを勧める。費用は４万円かかる。」旨申し向けた。原
告Ｊはこれを承諾した。
　しはらく作業をした後、被告Ｄは「便器を外しても直らないの
で、機械で粉砕する必要がある。費用は１５万円かかる。」「今
回の場合は、この方法でないと解決しないと思う。」旨申し向け
た。原告Ｊは、高額な金額に驚いたが、トイレを修理しなければ
生活できないと考えて、これを承諾した。
　作業終了後、被告Ｄが代金１５万円と記載された工事請負契約
書を差し出したため、原告Ｊはこれに署名し、代金１５万円を支
払った。

甲Ｊ１
甲Ｊ３



原告符号 原告らの主張 被告Ａらの主張 契約締結経緯及び締結後の事情 証拠

Ｋ

　原告Ｋは、被告Ｄから工事内容やその必要性について作業前に
一切説明を受けていない。
　原告Ｋの工事請負契約書（甲Ｋ１）に記載されている作業につ
いて、その内容も、実際に作業がおこなわれてたのかも不明であ
る。

　被告Ｄは、原告Ｋの了承を得てから便器を取外し、機械を使う
必要があることや、機械を使用した場合の料金について説明し
た。原告Ｋが機械を使用する作業内容に納得したため、その契約
を締結して作業を行った。

　原告Ｋは、令和３年４月６日、自宅のトイレが詰まったため、
本件ウェブサイトの表示を見て架電した。同日、被告Ｄが原告Ｋ
宅を訪問した。
　被告Ｄは、トイレを見て「費用は４万円程度かかると思うが、
便器を外してみないとわからない。」旨述べて、金額の説明をし
ないまま、作業を開始した。しばらく作業をした後、被告Ｄは
「機械を使わないと直らない。」「別業者を呼んでも大型機械を
使用して３０万円程度かかる。自分なら小型又は中型機械の使用
で済む。」「基本料金は割引をする。」などと申し向けた。
　原告Ｋは、高額な金額に驚いたが、トイレを修理しなければ生
活できないし、別業者を頼んでもさらに高額になると考え、さら
に被告Ｄから既に行われた便器の取外し作業費用は請求すると言
われたため、完全な修理を依頼することにした。
　作業終了後、被告Ｄが代金２２万円の工事請負契約書を差し出
したため、原告Ｋはこれに署名し、代金２２万円を支払った。

甲Ｋ１
甲Ｋ３

Ｌ

　原告Ｌ宅のトイレが具体的にどのような状況であったのか、そ
れを改善するためにどのような工事が必要だったのか、実際にど
のような工事がおこなわれたのかは全く不明である。
　原告Ｌの工事請負契約書（甲Ｌ１）には、「衛生作業」「職人
作業に伴う衛生費」と記載されているが、具体的にどのような作
業を指すのか不明である。また、「洗管車手配」「特殊機械式通
管作業」「特殊高圧洗浄作業」という記載もあるが、原告Ｌは特
殊な機械が搭載された特殊車両が使用されているのを見ていな
い。

　被告Ｄは、手持ちのバキューム機では通管が困難と判断したこ
とから、原告Ｌに対し、高圧洗浄が必要であること、職人１名の
応援が必要であることを伝えるとともに、費用は１０万円程度か
かることを説明した。その後、応援の職人とともに作業を開始し
たが、詰まりがよくならないことから別の機械を使用する必要性
があり、その費用は３２万円かかると説明した。原告Ｌは、作業
内容及び費用について納得して契約を締結した。そして、代金を
支払ったのである。
　「特殊高圧洗浄作業」とは、１階に停めたトラックから原告Ｌ
宅がある３階までバキューム管を引き上げて行ったものである。
これを原告Ｌが見ていないことなどあり得ない。

　原告Ｌは、令和３年１月２７日、自宅のトイレが詰まったた
め、本件ウェブサイトの表示を見て架電した。同日、被告Ｄが原
告Ｌ宅を訪問した。
　被告Ｄは、見積り額の提示も金額の説明もしないまま、作業を
開始した。しばらく作業をした後、被告Ｄは「このままではトイ
レは使えない。高圧機械を使用する必要がある。」旨述べて、費
用として６０万円かかると申し向けた。原告Ｌは、高額な金額に
驚いたが、トイレを修理しなければ生活できないし、被告Ｄから
既に行われた便器の取外し作業費用は請求すると言われたため、
これを承諾した。
　作業後、被告Ｄは、原告Ｌに対し、「いったん詰まりは直った
が、また詰まる可能性が高く、トイレの取換えが必要である。追
加料金として６０万円かかる。」などと言った。原告Ｌは、また
トイレが詰まる度に費用として６０万円かかるならば便器を取り
換えることも仕方ないと考えて、取り換え作業を依頼することに
した。
　翌２８日、トイレの取り換え作業が行われた。被告Ｄは配管が
劣化しており交換したという理由で３０万円を代金に上乗せし、
合計１５０万円の工事請負契約書を差し出した。原告Ｌはこれに
署名し、同月２９日までに代金１５０万円を支払った。

甲Ｌ１
甲Ｌ３


